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Katsuyuki KAMEi 
Abstract 
PSA, Peugeot Citroen group is one of the leading European automobile manu-
facturers in the field of R&D and the commercialisation of the electric vehicle. 
This paper is a historical approach to PSA's operations with regards to the 
electrically powered vehicles and mainly focuses on: 
(1) the experimental project at La Rochelle in 1993, 
(2) the launch of the electric Peugeot 106 and Citroen AX in 1995, which 
leads to the future realisation of the specially designed electric car, Peugeot Ion 
and Citroen Citela, 
(3) the presentation of TULIP, new concept of a private and public urban 
transport system using a unique electric vehicle, tulipmobile. 
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はじめに
石油ショック以後のフランス自動車産業界における大規模な再編成の中心を担い、ルノーと
並ぶフランス最大の自動車メーカーとなったプジョー・グループ（オートモビル・プジョーと
オートモビル・シトロエン）は、電気自動車の商品開発に対する取り組みが欧州で最も進んで
いる総合自動車メーカーである。これは、ラ・ロッシェル市における大規模な実用化試験に基
づいて1995年に発売されたプジョー106エレクトリックおよびシトロエンAXエレクトリックの
低価格化実現、電気自動車専用車（グランド・アップ車）であるプジョー・イオンならびにシ
トロエン・シテラの商品開発、電気自動車を利用した都市交通システム「チューリップ」計画
の提案などに顕著である。地球環境問題、特に都市環境対策の一環として、フランスでは1990
年代に入って、官民共同で電気自動車の商品開発・普及が推進されてきており、プジョー・グ
ループはその中心を担っている。
欧州自動車産業界は、戦後、欧州域内企業はもとより米国および日本企業との激しい競争の
中、 2度の石油ショックによる深刻な自動車不況を経験し、大規模な再編を繰り返してきた。
フランスの自動車産業の場合、シトロエンとクライスラー・フランスを買収したプジョーと、
ルノーとの2社に集約されるに至っている。
プジョーにおける電気自動車の商品開発の歴史は古く、戦前に遡る。しかし、他社同様、ガ
ソリン車の技術革新と普及に伴い、電気自動車の生産は停止状態となった。第一次石油ショッ
クを契機に、代替エネルギー・省エネルギーの研究が活発化し、電気自動車の商品化に向けた
研究・開発が再び活性化した。
本稿では、日本においてはルノーほどフランス経営史の研究対象とされてこなかったプジョ
ーに注目した上で、同グループによる電気自動車の商品開発の経緯と1995年に発売された2車
種および電気自動車を利用した都市交通システム構想である「チューリップ」計画などについ
て、主に経営史の観点から論考する。
なお、本稿では、 PSAと記した場合、持ち株会社PSA傘下のオートモビル・プジョーとオー
トモビル・シトロエンの双方を指し示している。
1. フランス自動車産業界の再編成とプジョー
プジョーは、ベンツに次ぐ、世界最古の自動車メーカーである。 15世紀頃から、スイスとの国
境に近い、フランシュ・コンテ地方、ドゥ県のモンベリアール近郊で生活を営む敬虔なプロテス
タントのプジョ一家は、 18世紀に染色・搾油工場・風車による製粉などの事業を始めた。 1810年
に製鉄工場を開設して、コルセット、傘の骨、眼鏡のフレーム、コーヒー・ミル、胡椒挽き、金槌、
鋸、熊手など、様々な鋼製品の製造に従事し、さらに1885年に自転車の製造にも進出した。 1889年
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にプジョー初の自動車である蒸気工ンジン付きの三輪車、トリシクルを完成させた後、 1891年に
ガソリン・エンジンを搭載した四輪車、クアドリシクルの開発に成功した。自転車・自動車部門
の推進者アルマン・プジョーによって、 1896年にリヨンにプジョー自動車会社が設立された。
第2次大戦後のプジョーは、プジョ一家の堅実経営により、中産階級を対象にした中型の実
用車生産に主体を置き、比較的地味な国内第3位のメーカーにとどまっていた。しかし、 1965
年から戦略転換を図った。まずプジョー・グループの組織変革として、プジョ一家所有の株式
を持ち株会社プジョーSA(PSA)の下に整理集約し、このプジョーSAの傘下に自動車、自転車、
製鋼機械といった各事業会社が存在するという形態に転換した。さらにマーケティング戦略の
面では、戦後続いた中型車 1車種主義・ 2車種主義から脱却して、 204の発売によって小型車
市場に進出し、以降、多車種生産の総合自動車メーカーに転身した。 (I) （図1参照）
1966年には、業界首位の国営ルノー公団との業務提携を発表し、 1971年にはルノー、スウエ
ーデンのボルボと、エンジン開発のためのジョイント・ベンチャーであるPRVを設立した。
1974年には、石油ショックの影響により経営危機に陥ったシトロエンとの合併を発表し、
1976年にPSAプジョー・シトロエンに改称した (1979年に再びPSAに改称）持ち株会社の傘下
にシトロエンを納める形でこの合併を実現した。 1978年、経営不振の米国クライスラーがフラ
ンス子会社（かつてのシムカ）、英国子会社（かつてのルーツ）、スペイン子会社の 3社の売却
を決定すると、プジョーは、その3社を買収し、タルボのプランド名で再建に取り組むことと
なった。この結果、プジョーは、戦後フランスの4大メーカー中の 3社と、クライスラーの英
国・スペイン子会社を統合した形となり、当時欧州最大の自動車メーカーとなった。
第2次石油ショック、さらに日本車の参入による欧州市場の競争激化という環境下、買収し
た各社の過剰人員、余剰設備の管理に苦しみ、 1980年代前半に、ルノーと同様に、深刻な経営
危機に陥った。 1984年にPSA会長に就任したジャック・カルベの指揮により、人員整理・工場
閉鎖などのリストラや、ジャストインタイム生産方式の採用・設備の近代化といった合理化を
遂行した結果、財務状況を改善し、 1983年に発売された205の成功も功を奏して、 1980年代後
半より立ち直りを見せた。デイーゼル・エンジン車の開発で欧州をリードしている。ここ数年、
(1) 1965年以降のプジョーの戦略転換、すなわち（ 1)持ち株会社PSA設立による組織改革、 (2)
多車種生産の総合自動車メーカーヘの転身、（3)他社との提携・合併については、以下参照。
Automobiles Peugeot, PEUGEOT et son histoire chronologie illustree, 1993; Jean-Louis WUBET, 
AUTOMOBILES PEUGEOT, ECONOMICA, 1990; Jean-Louis WUBET, Citroen, Peugeot Renault 
et les autres Sobrante ans de strategies, Le Monde Editions, 1996; Fran~ois ALLAIN, GUIDE 
PEUGEOT TOUS LES MODELES DE 1970 A 1990, E/P / A,1996. 
特に（ 1)組織改革と (2)総合自動車メーカーヘの転身に関しては、 LOUBET(1990), 
Chapitre 6(pp.253-329)を参照。さらに、 (2)の1車種・ 2車種主義からの脱却については、図
1を参照されたし。
蛇足であるが、世界的な人気を博したアメリカのテレビドラマ『刑事コロンポ』の主人公の愛車
が、 1956年から1965年の2車種主義時代を担ったプジョー403のカプリオレであった。
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昨年10年ぶりに赤字に転落したルノーと同様に、外国車に押され、業績が停滞しつつある。
1995年のPSAグループの業容は、売上げ1,642億フラン、純利益17億フラン、フランスにおける
登録台数582,700台、シェア30.2％でフランス第1位、欧州におけるシェア12％で欧州第3位、従
業員139,900人、 110億フランの投資額中R&Dに74億フラン、総生産台数1,887,900台である。そ
の内、オートモビル・プジョーの売上げが996億フラン、従業員68,600人、総生産台数1,142,300
台、オートモビル・シトロエンがそれぞれ686億フラン、 45,600人、 745,600台である。 (2)
2. PS AにおけるイノペーションとR&D
PSAの研究開発部門は、現在、 (1)双方向型自動車（カーナビゲーション・システム搭載車）、
(2)電気自動車、 (3)ハイブリッドカー（発電用ガソリンエンジン搭載の電気自動車）、（4）新燃
料自動車（天然ガス車など）、（5）燃料電池搭載車（水素と酸素の反応により生じる電気を動力
源とする車）の商品開発に注力している。 (3)特に、地球環境問題への取り組みとして、 ZE
V （ゼロ・エミッション・ビークル）である(2)と(5)ならびに低公害車の(3)と(4)の開発に拍
車がかかっている。
電気自動車開発については、 PSAは、第一段階として1989年に商用車であるプジョーJ5と
シトロエンCl5およびC25を発売し、第二段階として、ラ・ロッシェルにおける実用化実験を
実施、その結果に基づいて、プジョー106エレクトリックとシトロエンAXエレクトリックの一
般向け販売を1995年秋に開始した。現在、開発の第3段階として、試作車が1991年に発表され
た電気自動車専用車（グランド・アップ車）であるプジョー・イオンおよびシトロエン・シテラ
の今世紀末発売に向けた準備段階にある。さらに第4段階として、システムのコンセプトと試
作車が1995年4月に発表された電気自動車利用都市交通システム「チューリップ」計画の実験段
(2)上記文献および参考文献として末尾に示した文献以外に、シトロエンとの合併については、日経産
業新聞1976年2月17日（「プルジョワ好みを満たす仏プジョー」）、クライスラー・ヨーロッパ3社の
買収については、日経産業新聞1978年10月31日・ 1月1日（「プジョ一家の賭け、欧州クライスラー
買収」上・下）参照。プジョーの現状については、日経産業新聞1993年1月30日（「あえぐ欧州自動車
産業2、プジョー ・グルー プ」）およびPeugeotSA, TIIE GROUP IN BRIEF 196, May 1996参照。
(3)プジョーおよびシトロエンにおけるイノベーションとR&Dについては、 http://www.psa-peu-
geot-citroen.comを参考にした。
(4) Automobiles Citroen, Infonnations Presse Citroen Saxo Electrique, octobre 196. 
(5)ガソリンエンジンと電動モーターを線み合わせたハイプリッド式自動車としては、フランスでは、
プジョー406ベールの他に、ルノーが1995年12月にネクストのプロトタイプを発表している。（日
経産業新聞1995年12月28日「ハイプリッド式自動車、ルノー、電動と自動切り替え」）
日本では、トヨタが1997年3月25日に、1500ccのガソリンエンジンとニッケル水素蓄電池（バッテ
リー）を維み合わせた「ハイプリッドシステム」を開発したと発表し、1997年中に新型乗用車に搭載し
て発売する意向である。（朝日新聞1997年3月26日朝刊「ガソリン＋モーターで燃費効率2倍に向上、
トヨタが新装置開発」；同紙同年3月31日朝刊 トヨタ自動車広告「きのうまで未来のクルマでし
た。」）
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階に入っている。（4)ハイブリッドカーとしては、 406ベール（緑の406) と呼ばれるプロトタ
イプが発表されている。 (5)新燃料自動車としては、天然ガス車をルノーと共同開発している。
(6)ベンツやトヨタが試作車を発表した燃料電池搭載車も開発中である。 (7)
3.プジョーにおける電気自動車開発小史 (8)
3.1. VLVまでの前史と第一段階 (1989年）
プジョーにおける電気自動車開発の歴史は古く、その起源は、 1880-1881年に開発された走
行距離の短い小型電動車両にある。 1895年にジャントー運転の 6人乗り電気自動車がパリ・ボ
ルドー間レースに参加した。 1899年、ベルギーのジュナツィ運転の電気自動車「ジャメ・コン
タント」（「いつも不満」の意）が、自動車として初めて時速100キロの壁を越え、 105.88km/h 
を記録した。 1911年頃には、パリとロンドンで、プジョー製電気自動車のタクシーが運行して
いたが、やがて姿を消した。
第2次世界大戦時、 ドイツによる占領下、物資・ガソリン不足を背景に、プジョーは、超軽
量の電気自動車を開発した。この電気自動車は、「街の軽い車 (Voiturele恋rede Ia ville)」の
頭文字をとってVLVと名付けられた。三輪型のスタイルのVLVは、 2人乗りで最高速度約
30km/hという性能であったが、話題を呼び、 1941年から1945年にかけて377台生産された。
ドイツ軍の千渉がなければ、 500台生産される予定であった。 (9I 
1989年にPSAは、世界規模の自動車総合メーカーとしては初めて、営業用の電気自動車（プ
(6) PSAはルノーと共同で、フランス政府の支援を受けて、都市ガスを圧縮した圧縮天然ガス(CNG)
を燃料とし、排気ガス対策の触媒装置を装備した自動車を開発する。試作車はシトロエンBX-GTI
がベースとなる。（日経産業新聞1991年8月6日「仏プジョーとルノー、天然ガス車を共同開発」）
(7)燃料電池電気自動車は、充電の必要がない究極の電気自動車と考えられている。燃料電池は、水
の電気分解と逆の反応、すなわち水素と酸素を反応させて発電するもので、排出されるのは水分
だけとなる。メルセデス・ベンツが1996年5月に燃料電池電気自動車の試作車をマスコミに発表
し話題となった。 (FRANCE2, JOURNAL 20 HEURES, 14 mai 1996) 日本では、 トヨタが、 1996
年10月に大阪で開催されたEVS-13 （第13回世界電気自動車シンポジウム）で、 RAV4L
Vをベースにした燃料電池電気自動車「FCEV」の試作車を公開した。トヨタでは水素吸収合
金を使用して、水素を貯蔵するシステムを開発した結果、システムの車内搭載が可能となった。
（『日経トレンデイ』 1997年6月号「トヨタ、日産、ホンダが出揃った市販EVの実力」 p.231;田
口雅典 (1996),pp.54-57.) 
(8)「プジョーにおける電気自動車開発小史」で記した史実は、 http://www.psa-peugeot-citroen.com 
の内容に基づいている。
(9)第二次世界大戦時、ドイツ軍占領下、プジョーが開発した小型三輪型電気自動車VLVについて
は、以下参照。 Jean-PaulCARACALIA, L'AVENTURE PEUGEOT, Denoel, 1990, p.95; 
Christophe DOLLET et Alain DUS.ART, LES SORCIERS DU LlON Un si如ledans le secret du 
Bureau d'Etudes Peugeot, Calmann-Levy, 1990, p.75. 
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ジョーJ5、シトロエンC25およびCl5)の量産・販売を開始した。 1991年には、既存車種から
のコンバート車ではなく、電気自動車専用車（グランドアップ車）である小型電気自動車シト
ロエン・シテラの試作車と、電動スクーターの試作車を発表した。
3.2.第二段階 (1995年プジョー106•シトロエン AX発売まで）
3. 2. 1.ラ・ロッシェルにおける実験 (10)
1993年12月にPSAは、フランス西部の港町ラ・ロッシェルで、プジョー106エレクトリック
25台とシトロエンAXエレクトリック25台の合計50台を利用希望者に提供し、電気自動車の日
常的使用に関する実験を開始した。これは、 20台を地元企業や地方公共団体に提供し、 30台を
1カ月当たり1,000フランの賃貸料で一般の希望者に 1年半契約でリースするというものであ
った。（11)ガソリン自動車と同様の日常的乗用をした際の耐用性、走行安定性、バッテリーの
タイプ、ならびに充電設備などのインフラについて試験・改良が繰り返された。
ラ・ロッシェルは、 1986年に電気自動車が導入され、フランスで最初の電気自動車利用のモ
デル都市となった市である。 1995年7月の段階で、市内にはllO台の電気自動車があり、同年の
5月から、 106とAXを利用した電気自動車のレンタルサービス（レンタル料は半日60フラン・
1日100フラン）も開始された。四
ラ・ロッシェルにおける、 1993年12月から1995年12月までの実験期間で、 50台の合計走行距
離は100万キロに達し、 1台あたりの1日の平均走行距離はおよそ30kmとなった。
1995年7月の中間報告の段階では、 50台の合計走行距離は67万kmであった。 2台が走行距
離3万kmを記録し、 50台中36台が走行距離1万km以上を記録していた。この段階で、 1台平
均の月間走行距離は750kmであった。一充電走行距離の算出は困難であったが、ほぽ通常運行
で75kmから80km、経済的走行で100km程度という値が得られた。 (13)
充電については、ユーザーは、市内に設置された充電設備を利用するよりも、家庭で充電す
る方を好むという結果が得られた。充電作業そのものはユーザーにとって予想以上に容易で、
日々、使用後に行わなければならない充電作業によって、毎日の日常的使用への意欲がそがれ
るということはなかった。特にユーザーに好評であったのは、運転の快適性と、無騒音であっ
た。一方、主たる批判は、最高速度と一充電走行距離に関するものであった。ただし、実験期
(10)ラ・ロッシェルにおけるプジョー106エレクトリックとシトロエンAXエレクトリックの実用化
試験については、 PressInformation Peugeot 106 Electrique(Automobiles Peugeot, juin 1995)に
報告がある。
(1)日本経済新聞1993年7月14日朝刊（「フランス特集 ー最先端と伝統調和、浮上探る仏産業界、電
気自動車、官民で普及へ」）
(12)日本経済新聞1995年7月6日夕刊（「電気乗用車、仏3社、相次ぎ一般販売」）
(13) Automobiles Peugeot, Press Information Peugeot 106 Electrique, juin 195. 
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間中、電気エネルギ一切れになるユーザーはいなかった。また、電気エネルギーは、発電の際
に石油を使用して得られるものであることから、ユーザーから、電気自動車の環境問題への貢
献に関する疑義もいくつか呈された。 (14)
総合的に、ユーザーの満足度は高く、この実験の成功を受けて、 PSAは106とAXの一般向け
販売段階に入った。ユーザーから寄せられた意見は、両車種の最終的な開発にフィードバック
された。
PSAは、このラ・ロッシェルにおける実用化試験と同様の試みを、欧州の4カ国で実施する
ことを発表した。これは、国外におけるPSAの電気自動車普及活動の第一段階として、 1994年
から、英国のコベントリー、ドイツのカールスルーエ、イタリアのミラノ、スペインのタラサ
の四都市内の複数の駐車場に給電設備を設置すると同時に、プジョー106エレクトリックとシ
トロエンAXエレクトリックを四都市で合計140台置いて、セルフサービスで利用してもらうと
いう計画である。レンタル料は、同一距離をタクシーで走行した場合の料金よりも低く設定さ
れる。 (15)
こうして、 1995年11月3日、プジョー106エレクトリックとシトロエンAXエレクトリックが
法人向けと個人向けに電気自動車としては画期的な低価格で発売され、独自のバッテリーのレ
ンタルシステムが導入された。 1996年には、プジョー・モトサイクルによる「スクーター・エ
レクトリック」が発売された。
3.2.2.官民共同プロジェクト
電気自動車の開発・普及に向けた官民共同プロジェクトが、 1992年、さらに1995年に、フラ
ンス政府、 EDF（フランス電力）、 PSA、ルノーの四者によって調印された。世界的に注目を
集めつつある電気自動車の開発について、フランスの国際的な競争力を強化するのが目的であ
る。この官民の協力協定では、まず、フランス各地に給電設備、メンテナンス施設、各種サー
ビスのターミナルの設置を進めていくことで合意がなされた。インフラの整備を図ることによ
って、電気自動車の実用化を促進することが狙いである。さらに、 2000年までに国内に電気自
動車を 1万台（現在およそ2千台）普及させ、都市部を走る自動車の5％を電気自動車にする
(14) ibid. 
(15)日経産業新聞1993年4月14日（「仏プジョー 電気自動車の普及リー ド」）
PSAのラ・ロッシェルにおけるプジョー106エレクトリックとシトロエンAXエレクトリックの
実用化試験と同様の試みとして、日本では、屋久島におけるダイハツのハイゼットバンEVの導
入と走行試験（前掲『日経トレンデイ』 p.231;日本経済新聞1995年10月31日西部朝刊「世界自然
遺産の屋久島で、排ガスや騒音の少ない低公害の電気自動車が」）、トヨタRAV4L・EVを用
いた東京都・東京電力での試み（日本経済新聞1995年7月4日朝刊「RAV4をベースにトヨタ
が電気自動車」）、九州電力による試み（日本経済新聞1995年3月15日九州地方朝刊「九電など共
同で、電気自動車公道で実験」）などがある。
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という目標も設定された。また、電気自動車を購入した企業に対する税制面での優遇措置も講
じられることとなった。 (16)
1992年協定時の社会党政権・ストロスカーン産業相は、「原子力発電で低コストの電力が供
給できるフランスは電気自動車のための良い素地がある」とし、フランス政府が電気自動車の
開発・普及を支援する意向であることを明確にした。 (17)
1995年4月10日、フランス政府（バラデュール首相）は、電気自動車普及促進のため、電気
自動車の購入者に 1台当たり5,000フランの補助金を支払うと発表した。これは、シラク大統
領当選直後の1995年5月10日付けデクレ（行政府の制令）によって、電気自動車を購入する個
人および企業に対して5,000フラン（税込み）、自治体および公共団体に8,000フラン（税込み）
の政府補助金を支払うという形となった。同時に、 EDF（フランス電力）も、メーカーや輸
入業者に対して、電気自動車1台当たり、 1万フランの補助を支払うことを決定した。これは、
ガソリン車、デイーゼル車との価格差是正を目的としている。政府とEDFの両者は、この電
気自動車購入補助制度を同年7月に開始した。 (18)
なお、電気自動車普及に向けた政府支援策が発表された1992年夏と1995年春という時期は、
それぞれ当時の政権にとって選挙を控えた重要な時期で、電気自動車普及のための政府補助の
発表の背景には、環境保護政党およびその支持者に対してアピールする狙いがあったものと推
測される。社会党政権時の1992年夏は、春の地方選で大敗した社会党が、クレッソン更迭後の
(16) Automobiles Citroen, Informations Presse Citroen Saxo Electrique, octobre 1996；日経産業新聞1995
年12月13日（「仏の電気自動車政府肝入り普及に拍車」）
官民共同の取り維みの近年における例として、日本では、ダイハッ工業、日本電池、日本軽金属、
東洋ゴム工業、明電舎、光洋精エ、スタンレー電気、富士通電装、ナプコなどの企業12社、国立
環境研究所、機械技術研究所など四つの国立研究機関、東京大、名古屋大、東京電機大、中央大、
東北工業大の5大学から成る産官学の共同グループによる電気自動車・エコビークルの開発があ
る。（日本経済新聞1995年2月22日朝刊「重さ半分、走行距離は2-3倍 一新型電気自動車来年中
に試作車、産官学で開発へ。」）蛍をイメージしたカラーリングを施したエコビークルは、フラン
ス語で蛍を意味する「ルシオール」と呼ばれる。エコビークルについては、以下に詳しい。「現
代の国民車・エコビークル。今年夏、本格実用EVが走り出す」『JAF MATE』1996年4月
号， p.37; 『JAF MATE』1997年1-2月号， p.14;清水浩 (1995),pp.209-218;田口雅典
(1996), pp.42-45. 
(17)日経産業新聞1992年8月13日（「電気自動車の開発・普及、仏、官民で推進、各地に給電所、税制
面も優遇」）。
(18) Informations Presse Citroen Saxo Electrique;日本経済新聞1995年4月11日夕刊（「仏、購入に補助
金、電気自動車」）。
日本では、電気自動車購入支援策として、電気自動車を購入した場合、「自動車取得税」が半額
になるほか、「通産省低公害自動車普及基盤整備事業補助金」の名目で、コンバート車の場合、
ベースとなったガソリンタイプとの価格差の半額が給与される。（前掲『日経トレンデイ』
p.228;日本経済新聞1995年8月22日夕刊「通産省・環境庁、電気自動車購入に補助一本格普及を
後押し。」）
-82-
ベレゴポワ政権で、翌年春に控えた総選挙に向けて態勢の立て直しを図っていた時期であり、
保守政権時の1995年4月10日は、大統領選挙第一回投票を直前に控え、シラク候補、首相であ
ったバラデュール候補、支持を急拡大しつつあった社会党のジョスパン候補がしのぎを削って
いた時期であった。
3.3.第三段階（グランドアップ車開発） •第四段階（「チューリップ計画」）
1990年代末に、電気自動車専用にデザインされたシトロエン・シテラとプジョー・イオンが
商品化される予定である。また、 1995年春に発表された電気自動車利用の都市交通システム
「チューリップ」計画の実用化試験が、 1997年中に、トゥールにおいて開始される予定である。
1994年のパリ国際自動車展で発表されたプジョー・イオンは、都市内での使用を念頭に開発
された斬新なスタイルのグランドアップ車であり、仕様は全長3.32m、全幅1.6m、全高1.45m、
最大定員4人、性能はプジョーによると最高速度105km/h、一充電走行距離110-150km、搭載
バッテリーはニッケルカドミウム電池である。 (19)
4.プジョー106エレクトリックとシトロエンAXエレクトリック
1995年7月、フランスの自動車メーカー 3社は、電気自動車を一般向けに販売することを発
表した。 3社とも、既存の主力小型車のコンバート車で、ルノーがクリオ・エレクトリック、
プジョーが106エレクトリック、シトロエンがAXエレクトリックである。 (20)
PSAは、ラ・ロッシェルにおける実用化試験の結果をふまえて改良を施した上で、 1995年11
月3日、プジョー106エレクトリックとシトロエンAXエレクトリックを法人向けと個人向けに
発売し、バッテリーのレンタルシステムを導入した。
発売当時の価格は、プジョー106エレクトリックが91,500フランで、シトロエンAXエレクト
リックが82,300フランであった。 106エレクトリックの場合、単純な比較は難しいが、同タイ
(19)電気自動車には、既存のエンジン車を改造したコンバート車と電気自動車専用に設計されたグラ
ンドアップ車がある。（清水浩 (1995),pp.180-182) PSAの湯合、グランドアップ車として、プ
ジョー・プランドのイオン、シトロエン・プランドのシテラ、さらにチューリップ・システム専
用のチューリップ・モビルを開発している。
日本では、コンバート車として、 トヨタのRAV4L-EV、日産のプレーリー・ジョイ EVな
どがあり、グランドアップ車として、ホンダのEVプラス、国立環境研究所など産官民の共同開
発によるエコビークルなどが発表されている。
(20) 1995年時、フランス国内で、 106はプジョーのラインナップ (106,205,306,406,605,806)中の最
小型車であり、 AXはシトロエンのラインナップ (AX,ZX, Xantia, XM, Evasion)中の最小型車
である。 またクリオは、ルノーのラインナップ (Twingo,Clio, Megane, Laguna, Safrane, 
Sports Spider, Espace)にトウインゴが加わるまでの最小型車である。 1970年代に大ヒットした
サンク (R5)の後継車で、 1995年のフランスにおけるベストセラーカーである。
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プのガソリン車である106XRの価格のおよそ25％増しである。これは、電気自動車へのコンバ
ート車の場合、ガソリン車タイプのほぽ2倍以上の価格が付けられるのが一般的な傾向となっ
ている中で、画期的な価格設定と言える。この低価格は、バッテリーのレンタル・システムに
よって実現した。 (21)
106エレクトリックに搭載される全部で20個のバッテリーを購入した場合、約60,000フラン
かかり、一挙に全体の価格を押し上げてしまう。そこで106エレクトリックとAXエレクトリッ
クでは、車体だけを販売し、バッテリーはリースにするという方式が採用された。電気自動車
の場合、バッテリーのコストが全体の価格の半分近くを占めてしまうのが現状であるので、 P-
SAは発想の転換によりバッテリーをリースにして、その分販売価格を大幅に引き下げること
に成功したのであった。（ね）バッテリーは、世界で唯一自動車用バッテリーを製造しているフ
ランスの出r許士から供給される。
106エレクトリックとAXエレクトリック、さらに後述するAXの後継車サクソ・エレクトリ
ックにおけるバッテリーのレンタル・システムでは、バッテリーのレンタル料は、月税込み
605フラン（税抜き501.66フラン）に設定された。この料金には、以下の3つのサービスが含ま
れている。取り付けサービス、無期限保証の保守整備サービス、修理時の代車サービスの料金
である。このレンタル・システムでは、使い古されたバッテリーの回収・リサイクル事業の充
実に資するため、保証金として2,500フランを預けることになっている。試算では、走行距離
1キロ当たりの電気代は、ガソリン代と比較してかなり割安であり、バッテリーのレンタル費
用を考慮しても、走行距離当たりの維持経費はガソリン車とほぼ同等であると試算されている。
さらに電気自動車を購入する個人および企業に対して5,000フラン（税込み）、自治体および公
共団体に対して8,000フラン（税込み）の政府補助金が支給されるほか、自動車税が軽減される。
(21)電気自動車の価格は、コンバート車の場合、ベースとなる車の価格の2倍以上するのが現状であ
る。トヨタのRAV4L-EVの価格は495万円で、 RAV4-Lの価格194.8万円の2倍以上で
ある。ちなみに米国ホンダの設定したEVプラスのリース料は月499ドルであり、日産のプレー
リー・ジョイ EVの場合、リース料は3年リースで月32万円である。ダイハツの「ハイゼットピ
ック電気自動車」の価格は299万円である。（前掲『日経トレンデイ』 p.229;日本経済新聞1995年
4月20朝刊「初の軽トラック型、電気自動車ーダイハッ工業」）
(22)電気自動車用バッテリーとして、鉛電池、ニッケルカドミウム電池、ニッケル水素電池、リチウ
ムイオン電池、さらに燃料電池などがある。新世代の高密度バッテリーとして、トヨタが松下電
気•松下電池と合弁会社「パナソニック EV」を設立して、ニッケル水素電池を開発し、 トヨタ
のRAV4L-EVとホンダのEVプラスに供給している。一方、 SONYは、さらに性能的に優
れるリチウムイオン電池を開発し、日産のプレーリィ・ジョイ EVに供給している。鉛電池は、
電気自動車のバッテリーとして最も古くから利用されてきたもので、ダイハツのハイゼットバン、
アメリカGMのEVlなどに用いられている。
PSAの電気自動車は、バッテリーとして、ニッケルカドミウム電池を使用している。 ニッケル
カドミウム電池は、メモリー効果という性質を持っており、短い放電・充電を繰り返すと容量が
低下してしまうという重大な弱点を有している。（前掲『日経トレンデイ』， p.228;清水浩
(1995)，第6章「電気自動車用電池」；田口雅典 (1996),pp.50-57.) 
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プジョーは、 106エレクトリックの発売にあたり、独自の「うわさ」による販売戦略
("Grapevine" sales strategy)を展開した。このマーケティング戦略は、発売以前に、種々の
モーターショーや集いなどで、消費者に106エレクトリックを公表しておいたり、多くの自治
体に商用車J5エレクトリックを採用してもらったり、ラ・ロッシェルにおける実用化試験に
興味を抱かせるような広報を展開したりすることによって、まず、「うわさ」を92のエージェ
ントを通じて92のフランスの都市で定着させ、さらに肯定的なロコミにより、「うわさ」を他
の地域に拡大しいこうというものである。具体的には、 1995年4月24日から6月7日の間、フ
ランスで各地で開催された新エネルギー資源に関する一連の会議の際に、 106エレクトリック
のテスト走行は合計1万回以上実施された。プジョーは、 106エレクトリックの一般販売を、電
気自動車の大規模販売への第一歩ととらえており、 106エレクトリックにおけるマーケティン
グ上の経験を来るグランドアップ車・イオン発売に活かしていく意向である。 (23)
プジョー106・エレクトリックの主な仕様・性能は次の通りである。 (24)
全長： 3.680m
全幅： 1.590m
全高： 1.380m
重量： 1,087kg
最大定員： 4
最高速度： 91km/h
一充電走行距離： 80km
駆動形式：フロント・ドライプ
バッテリー：ニッケルカドミウム（積載個数20)
標準充電時間： 6時間
1996年10月のパリ国際自動車展で、シトロエン・サクソ・エレクトリックが発表され、 12月
から一般向け販売が始まった。これは、最終的に1995年12月に終了したラ・ロッシェルでの実
用化試験のデータに基づいて、 AXエレクトリックの特にバッテリー関係を改良したもので、
AXの後継車と見なされるサクソからのコンバート車である。シトロエンによると、サクソ・
エレクトリックでは、ニッケルカドミウム電池のリサイクル率は100%に達する。カドミウム
は新しいバッテリーの製造のために再利用され、ニッケルは製鋼所において再使用される。 (25)
(23) Press Information Peugeot 106 Electrique; Informations Presse Citr函nSaxo Electrique;日本経済
新聞1995年7月6日夕刊；日経産業新聞1995年12月13日；田口雅典 (1996),pp.112-113. 
(24) Press Information Peugeot 106 Electrique；田口雅典 (1996),p.18. 
(25) Informations Presse Citroen Saxo Electrique. 
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5.「チューリップ」計画
1995年4月、 PSAは、チューリップ・モビルという小型電気自動車を利用した都市交通シス
テム「チューリップ」 (TUUP)を発表した。 TUIJPは、 TransportUrbain Libre Individuel et 
Public(「個人と公共のための自由な都市交通機関」）の頭文字である。 PSAのコンセプトは、
個人所有車の利点（使用しやすさ、ドア・トゥ・ドアの輸送手段など）と公共交通手段の利点
（購入コスト不要、維持コスト不要、支払いシステムの簡便さなど）を融合させたサービスと
いうものである。 (26)具体的には、セントラルステーションが、チューリップ・モビルと各ス
テーション間をコンピュータネットワーク、赤外線、移動電話で結ぴ、予約、発着、清算など
を集中的に管理するというものである。（図2参照）
日本経済新聞1995年4月4日朝刊は以下のようにこのシステムを紹介している。 ('1:1)
「個人が車を買うのではなく、自動車、充電施設などを含むシステム全体を地方自治体が
導入し、利用者は必要に応じて自治体から車を借りる仕組み。排ガス、駐車場不足などの
都市交通の問題を解決する切り札、とカルベ会長は強調している。システムの価格は未定
だが、プジョーは車自体は付属品も含めて一台5万フラン（約90万円）以下に抑える方針。
ただ、経費や都市規模に見合った購入台数、中継所数を検討した上で、自治体がシステム
導入を決断するには、かなり時間がかかりそうだ。」
JAF MATE 1995年7月号は、以下のようにこのシステムを説明している。 (28)
「まず都市内の何力所かのステーションを作り、それぞれにチューリップ・モビルと呼ぶ
小型の電気自動車を数台ずつ配備する。利用者は年会費を払ってリモコン装置を受け取り、
各自の暗証番号を登録する。さていよいよ運転。ステーションで待機するチューリップ車
をリモコンで予約し、 ドアの鍵もハンドルロックもこれで解除する。リモコンは携帯電話
としても使え、渋滞・旅行情報も得られる。目的地に来たら、近くのステーションに車を
乗り捨てる。ドアの鍵をかけると使用時間から料金が計算される。日本円にして、 1時間
約640円。銀行の口座から自動引き落とし。チューリップ車は次の乗り手を待つ。
ところで、電気自動車につきまとう、不便だ非現実だという不評はクリアされたであろ
うか。たとえば、車全体の値段が高すぎる、 1回の充電で走れる距離が短い、充電に時間
がかかりすぎる。 実はどれもが、電気自動車を個人が所有し、従来のガソリン車感覚で
使おうとするところから来る不満である。チューリップは、これにひとつの鮮やかな答え
(26)チューリップ計画については、以下参照。 AutomobilesPeugeot, tulip AN URBAN TRAVEL CON-
CEPI'FORTOMORROW, March 1995；田口雅典(1996),pp.32-33, pp.148-153；清水浩(1995),p.17. 
(27)日本経済新聞1995年4月4日夕刊（「直角駐車も、個人と公共のチューリップ、仏プジョーが電気
自動車発表、自治体がシステム、利用者はレンタル」）
(28)「乗り捨てコミュー ター 、フランス「チュー リップ作戦」」，『JAF MATE』1995年7月号，p.40.
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を出した。レンタルだから費用は安い。都市内しか走らないから航続距離は短くてよい。
充電設備は十分。つまり電気自動車はシステムとして考えるべきものだったのだ。」
この「チューリップ」システムは、以下の3社が共同で運用する。
PSA プジョー・シトロエン：車両設計、自動充電システム。
叫 GTI:システムの全体の設計、都市における運用。
Cegele:オンライン・コンピュータ・マネジメント・システム。
チューリップのシステムでは、ステーションにおけるナビゲーション・システムの表示を含
め、車両の予約、発着、清算などはすべてオンラインで結ばれたセントラルステーションによ
って管理されるが、チューリップ・モビルの点検・清掃などの業務については、「ジョッキー
ズ」と呼ばれる係が実際に各ステーションに赴いて実施する。
チューリップ・モビルの設計理念は、（ 1)部品数の最小化、 (2)材質数の最小化、 (3)
車両製造時間の最小化の3点である。素材はボート等の製造に合成樹脂素材である。 5つの大
きな部品が、溶接やネジ締めを一切用いず、組み合わせられる。使用される部品全体のリサイ
クル率は95％である。 (29)
チューリップのシステムにおける注目すべき新技術として、インダクティブ（非接触）充電
設備がある。チューリップ・モビルをステーションの所定の位置に駐車すると、電磁誘導を利
用して、非接触型充電装置に自動的に充電が行われる。 (30) （図3参照）
ルノーも、チューリップ計画と同じ様な、電気自動車による公共交通システム「プラクシテ
ール」を発表し、 1995年11月にパリ郊外において実用化試験を実施した。 (31)PSAのチューリ
ップ計画とルノーのプラクシテールの相違点は、チューリップ計画では、専用のチューリッ
プ・モビルが開発され使用されるのに対して、プラクシテールでは、ルノーの主力小型車クリ
オからのコンバート車であるクリオ・エレクトリックが使用される点にある。
チューリップ・モビルの主な仕様・性能は次の通りである。 (32)
(29) Automobiles Peugeot, ibid. 
(30)電気自動車の充電方式には、外部電源と直接接点を持つコンダクテイプ方式（接触式）と、直接
接点を持たないインダクテイプ方式（非接触式）とがある。むき出しの銅針を接触させるコンダク
テイプ方式では、雨などで水に濡れた場合などの問題点がある。インダクティブ方式は、電磁誘
導により電気を伝える方式で、GMのEVlや日産のプレーリィ・ジョイ EVで採用されている。
田口雅典(1996)では、街なかの充電は、 PSAのチューリップ・システムで採用されるような公共
のインダクテイプ方式の充電器で充電し、家庭に戻ってからはコンダクテイプ方式で家庭用電源
からの充電するという将来的な電気自動車の充電のあり方が提言されている。（前掲害，pp.64-65.)
(31) Automobiles Peugeot, ibid.; 「フランス、広がる電気自動車ネットワーク」『JAF MATE』
1996年3月号，p.38;日経産業新聞1995年12月13日
(32) Automobiles Peugeot, ibid. 
-87-
全長： 2.200m
全幅： 1.400m
全高： 1.600m
最大定員： 2
最高速度： 75km/h
一充電走行距離： 60km以上
駆動形式：フロント・ドライプ
バッテリー：リサイクル可能ニッケルカドミウム
標準充電時間： 4時間
充電方式：インダクテイプ（非接触）方式
安全装備：エアバッグ
鉄よりも衝撃吸収度87%増の合成樹脂素材
6. まとめ 電気自動車マーケティング上の視点とPSAの提言
6. 1．電気自動車マーケティング上の視点
近年の世界、特にアメリカと日本における電気自動車開発の推進力となっているのが、カリ
フォルニア州の規制である。 1990年、 CARB（カリフォルニア州環境保護局・大気資源委員会）
は、自動車販売台数に対する割合で、 1998年に2%、2000年に 5%、2003年に10％のZEV（ゼ
ロ・エミッション・ビークル）を販売しなければならないという数値目標を含んだZEV法案を
提起した。しかし、 GM、フォード、クライスラーを中心に反論が続出し、カーネギー・メロ
ン大学の研究者らによって電気自動車の大気浄化貢献度に対する疑義も発表され、 CARBは代
替案の提示を余儀なくされた。最終的に、 1996年、「カリフォルニア州ZEV導入プログラム」
は、カリフォルニア州とビッグ7 (GM、フォード、クライスラー、トヨタ、日産、ホンダ、
マツダ）との間の「合意書」 (MOA.Memorandam of Agreement)という形で決着した。この
合意書では、 1998年と2000年の数値目標は削除され、 2003年に自動車販売台数の10%をZEVに
するという数値目標は堅持された。 (33)
(33)清水浩 (1995)；田口雅典 (1996)；前掲『日経トレンデイ』； 「EVは本当にいい車なのか？」
『JAF MATE』1997年1-2月号；「EVは環境にやさしいか？」『JAF MATE』1996年
12月号，p.38.
カーネギー・メロン大学の研究者らによるGMの電気自動車EVlに対する批判の要旨は次の通
り。（1) 新しいガソリン車の排ガスは95~98％きれいになっている。 (2) 南カリフォルニアで
2010年に50万台のEVlが走ると想定してもピーク時のオゾンはわずかlppb下がるだけ。 (3)
むしろEVlが使う大量の鉛電池の製造・廃棄を通じて鉛は8併音も多く環境に放出される。
(「EVは環境にやさしいか？」『JAF MATE』1996年12月号，p.38.
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アメリカでは、昨年末より、 GMがEVlのリース販売を開始したのを皮切りに、一般ユーザ
一向け電気自動車の販売が進みつつある。しかし、高価格・インフラの未整備などの電気自動
車固有の問題点が未解決であり、「裕福な層に対する 2台目、 3台目以降の車としての提供」
が現状のようである。実際、 GMのEVl購入希望者は、他に 3台以上の車を所有していること、
充電設備が設置できることという条件を充足し、審査を受けなければならない。日本において
も、諸補助制度を活用してもベースとなったRAV4Lより150万円程度価格が高いRAV4L-
EVや、標準的な価格が300万円程度のダイハツの軽トラック型電気自動車を購入しようという
一般ユーザーは非常に限定されるのではないだろうか。とは言え、カリフォルニア州の規制へ
の取り組みをリーデイング・ケースに、世界における電気自動車開発は急速に進展するものと
予測される。
そこで、本稿で俯廠したPSAの電気自動車開発に関わる経営史をふまえて、以下に、マーケ
ティングの観点から、電気自動車の現状と課題についてまとめてみる。
電気自動車マーケティング上の視点
Product（製品）
一般的特徴（ 1)動力源である電気を得る際に、石油などの化石燃料を用いた方法に依存す
る必要がない。地球温暖化防止・地球規模の省エネルギーに貢献。
(2)排気ガスを出さない。都市大気汚染問題に貢献。
(3)エネルギー効率に優れる。地球規模の省エネルギーに貢献。
(4)音がほとんどせず、静かである。 都市騒音問題に貢献。
技術的特徴（ 1)モーター コントローラー I -バッア） のレイアウトが自由で独創的なデ
ザインが可能。
(PSAの例：イオン、シテラ、チューリップ・モビル）
(2)インホイールモーター
電気自動車（ 1)衝突による配線ショート、漏電、電解液飛散防止技術。
固有のリス （バッテリーの保護技術・電気遮断技術）
クヘの対応（2)水に濡れた場合の漏電防止技術。（バッテリーの保護技術・電気遮断技術）
(3)エアコンの充実。
(4)無騒音により歩行者に危険なため2次ホーンの採用。
(5)小型車の場合の衝突時安全確保装備。
性能の向上（ 1)最高速度・一充電走行距離の伸長。
(2)充電時間の短縮。
(3)使用材料のリサイクルの確立。
選択基準 （1)コンバート車かグランドアップ車か。 (PSAの例：前者：106、AX、サクソ、
後者：イオン、シテラ、チューリップ・モビル）
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(2)バッテリーの種類 (PSAの場合：ニッケルカドミウム電池）
(3)デイダクテイプ充電方式かインダクテイプ充電方式か。
(PSAの例：前者：106、AX、サクソ、後者：チューリップ・モビル）
Price（価格）
(1)コンバート車の場合、ベースとなった車との価格差をいかに縮小するか。
(PSAは、 106,AX,サクソで、エレクトリックとベース車の価格接近）
(2)バッテリー関連のコストの問題。
(3)バッテリー保証制度を採用するか否か。
(PSAは106,AX,サクソでバッテリーのレンタル・システム導入）
(3)販売かリースか。
Placement（流通チャネル）
(1)全国規模の販売か地域限定販売か。
(2)大気汚染の深刻な都市部対象販売。
(3)用途を限定した販売。（官公庁・自治体の業務用、観光地内の移動用、市
内レンタル用、市内配達業務用など）。
Promotion（プロモー ション）
(1)開発コスト高、少量生産ゆえに大規模広告不可能の現状。
(2) PR（展示会、研究会、レース）。
(3)実際の使用者の意見（モニター制度・ロコミ）の利用。
(PSAの例：106発売前の「うわさ・ロコミ」によるマーケティング戦略）
(4)実用化試験の実施（モニター制度）
(PSAの例：ラ・ロッシェルにおける106とAXの2年に及ぶ実用化試験）
(4)電気自動車の利点（地球環境に良い車、無排気ガス、無騒音）の強調。
(5)いかに消費者の電気自動車に対する誤解を解くか。
(6)充電設備等インフラ整備の要請・インフラ整備への協力。
6.2. PSAの提言
企業のマーケティング活動は、顧客満足を標榜して、消費者のニーズを充足するというより
も、むしろニーズを「創造」しているのではにないかと批判されている。現代社会における企
業のマーケティングにおいては、（ 1)消費者の健康、（2)消費者の安全、そして（3)消費
者を取り巻く地球環境のという 3つの基準が尊重されなければならない。電気自動車のマーケ
ティングについては、企業が政界・官界・一般消費者と協力して、積極的にニーズを「創造」
することが許される貴重な例であると考える。
電気自動車のマーケティングにおいては、まず、これまでの内燃機関の自動車にとって代わ
るという発想をやめることが肝要ではないだろうか。匈ェンジン車並みの性能を電気自動車
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で実現しようとすれば、必然的に、バッテリーの高性能化をさらに追求しなければならない。
しかし、現在の技術では限界があろうし、バッテリーの開発コストがさらに価格を跳ね上げる
形となって、電気自動車普及上の最大の障害となっている価格の問題が一向に解決しない。
PSAは、旧世代に属するバッテリーであるが、ニッカドバッテリーを106とAXエレクトリッ
クに採用した。さらにバッテリーのレンタル・システムを導入することによって、電気自動車
本体の低価格化に成功した。同時にバッテリーのリサイクルシステムを確立した。
さらに、内燃機関の自動車に代わるという発想をやめるということは、電気自動車と既存の
タイプの自動車との共存・棲み分けを念頭に、マーケティングを構築し、電気自動車を社会的
に普及させることを意味する。したがって、まず、将来的にはコンバート車ではなく、電気自
動車の特色をより発揮できるグランドアップ車の開発にシフトすることが重要となる。そして、
電気自動車の性能を考慮して、長距離走行を念頭にした都市間移動ではなく、都市内の交通に
特化した商品開発が一つの重要な方策となろう。
この点について、 PSAは、グランドアップ車であるチューリップ・モビルによる都市交通シ
ステム「チューリップ」計画を発表し、本年より、トゥール市において運用実験を開始する。
PSAのコンセプトは、以下の現実に対するひとつの解答である。現在、欧州では、 10人中8人
までが都市部で生活しており、都市内での自動車の使用も激増しているが、都市内の自動車運
転者の50％が一日に5km以下しか乗らず、 50km以上乗る人は20％にすぎない。パリの場合、 10
年後の市内の自動車数は、 500万台程度になると考えられるが、移動している車全体の4分の3
が一人で乗用している車で、時間帯によっては、半数近くが単に駐車スペースを探すためだけ
に動いている。
プロモーションの面については、これだけガソリン車に追いついたといった側面を強調する
のではなく、電気自動車ならでは特徴を前面に出し、電気自動車に関する知識の普及や間違っ
た誤解の解くためのPR活動が重要となる。 PSAは、製品開発の一環として、さらにPR活動
を兼ねて、ラ・ロッシェルにおいて、 106とAXの2年にわたる実用化試験を実施したが、モニ
ターを務めた利用者から寄せられた好意的な意見で最も多かったのが、操縦の簡便性や無騒音
といった電気自動車固有の性質に関わるものであった。
表1に示すように、数値的には未だ微少であるが、 1990年代に入って、フランスでは、電気
自動車の「個人消費者への一般販売」数が着実に伸びてきており、 PSAが60％以上のシェアを
占めている。
このように、 PSAは電気自動車開発に関しては、欧州の最先端を進んでいることは事実であ
るが、やや旧世代に属すニッケル・カドミウム・バッテリーの使用や、「チューリップ」計画
と同様の電気自動車による都市交通システム「プラクシテール」発表したルノーとの協力のあ
り方をどうするか、といった解決すべき課題がある。また、 1994年までに約6億フランを投資
(34)田口雅典 (1996),pp.180-181. 
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したと言われる電気自動車の開発であるが、「行政主導的な側面が強く、市場構造自体を変え
る力はない」という判断も下されている。 (35)いずれにせよ、 PSAの動向は、各国のおける電
気自動車の開発・普及そしてマーケティングに示唆を与えるものと考える。
追記
1997年6月1日のフランス国民議会総選挙第2回投票において、保守・中道の連立与党が敗
北し、保守のシラク大統領に社会党のジョスパン首相という保革共存政権が誕生した。ジョス
パン左翼連立内閣の環境相に、今回初めて国民議会に進出し政権与党を担うことになった環境
保護政党「緑の党」代表のドミニク・ポワネが就任した。また大蔵・産業相には、 1992年電気
自動車官民共同プロジェクト発表時に産業相であった社会党のストロスカーンが起用された。
新たな電気自動車普及政策が期待される。
共産党も入閣した左翼連立政権の下で、フランスの自動車メーカー、 PSAとルノー は、 1999
年の日本車EU市場輸出自主規制解除の時を迎えることとなった。
(35)日経産業新聞1993年11月30日「あえぐ欧州自動車産業2、プジョー・グループ」
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衷1 フランスにおける電気自動車市場
自家用電気自動車登録台数
1991 1992 1993 1994 1995 1996 
(1月～6月）
Citroen AX 17 2 64 99 
Peugeot 106 18 30 52 116 
Renault CllO 16 41 
合計（自家用） ゜ ゜ 35 32 132 256 商用電気自動車登録台数
1991 1992 1993 1994 1995 1996 
(1月～6月）
AX Entreprise 2 23 173 
Cl5 5 82 12 47 1 
C25 5 
CITROEN 5 85 20 49 24 173 
106 Affaire 7 2 59 241 
205 1 
J5 31 21 ， 16 1 
PEUGEOT 31 22 16 18 60 241 
Clio Socie託 4 
Express 42 54 86 
Master 31 4 
RENAULT 73 58 90 
VOLTA 26 98 150 131 56 12 
Fiat Panda 2 
Piaggio Porter 3 
|― 合計（商用） 1 62 
I合計（自家用＋商用）1 62 
? ? ? ?? ? ? ?? ? ? ? ?―? ? ?
519―-75 
1991 ~ 1996 (6月） 1996 (1月～6月）
シェア 登録台数 シェア
CITROEN 538 28.3% 272 35.1% 
PEUGEOT 604 31.8% 357 46.1% 
RENAULT 278 14.6% 131 16.9% 
VOLTA 473 24.9% 12 1.5% 
その他 5 0.3% 3 0.4% 
I合計（自家用＋商用）I1898 100% 775 100% 
Source : Automobiles Citroen, Information Presse Citroen Saxo Electrique, octobre 1996, p.4. 
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図1 プジョーの戦略転換： 1車種・ 2車種生産主義から多車種生産主義の総合メーカーへ
X 100 000 
?
?
?
?
?
?
1車種主義
日1045馬力
臨 3047馬力
口50410馬力
lS12046属力
□4049馬力
回4038属力
111203 7馬力
口2026属力
■ トラック
ブジョーの車糧別生産台数 (1945-1973)
2軍糧主義
45 4ヽ 4748 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 0ヽ61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 
Source: Jean-Louis LOIJBET, AUTOMOBILES PEUGEOT, Economica, 1990, p.273. 
図2 TULIP概念図
TULIPセントラル・ステー ション
移動電話
ビー コン
I/ 赤外線送受信機
センサー
参；
Source: AUTOMOBILES PEUGEOT, 
tulip AN URBAN TRAVEL CONCEPT FOR TOMORROW, March 1995. 
（資料提供： AUTOMOBILESPEUGEOT) 
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図3 チュー リップ・モビル 非接触型充電器（電磁誘導充電システム）
Source: AUTOMOBILES PEUGEOT, 
tulip AN URBAN TRAVEL CONCEPT FOR TOMORROW, March 199 5. 
（資料提供： AUTOMOBILESPEUGEOT) 
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